
 

 

働くもののいのちと健康を守る京都センター 

第２７回定期総会議案書 
 

●２０２５年８月２６日（火）午後６時３０分～ 

●ラボール京都（京都労働者総合会館）四階・第７会議室 

 

〇 第１号議案「２０２４年度事業報告」      （Ｐ．１～１１） 

〇 第２号議案「２０２４年度会計決算及び監査報告」 

〇 第３号議案「２０２５年度事業計画（案）」    （Ｐ．１２～２７） 

〇 第４号議案「２０２５年度会計予算（案）」    

〇 第５号議案「２０２５年度役員体制（案）」   （Ｐ．２８） 

付 いの健京都センター規約            （Ｐ．２９～３２） 

働くもののいのちと健康を守る京都センター 
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【いの健京都センター第２７回定期総会第１号議案】 

２ ０ ２ ４ 年 度 事 業 報 告 

１ 機関運営 

(1) 第２６回定期総会 

 当初２０２４年８月３１日に開催を予定していましたが、台風１０号が襲来したため、開催を延

期して９月２６日に延期して開催しました。参加は、代議員が３６組織４６代議員中１８人の現出

席、２８人の委任出席で、欠席はありませんでした。役員は２０人中１６人の出席でした。河本一

成理事長が開会あいさつ、梶川副理事長が閉会あいさつを行い、討論では、７人の理事・代議員が

発言しました。すべての議案と新年度役員は満場の拍手で承認されました。 

 

(2) 理事会 

 ２０２４年１０月、１２月、２０２５年２月、５月、７月と５回開催しました。理事会終了後た

だちに、「いの健京都理事会だより」を発行し、加盟団体に理事会での協議内容を伝えました。第２

回～４回理事会は、「公開講座」と連動して開催しました（詳細後述）。 

 

(3) 事務局 

① 「ニュースいのち」を毎月月末に定期発行するとともに、それに合わせてホームページを更新

してきました。 

② 「学習パンフレット」を５種類発行しました。 

１.Ｖｏｌ.Ⅰ「時短（労働時間短縮闘争）のすすめ」（Ｐ．１２）（２０２４年１２月５日発行） 

２.Ｖｏｌ.Ⅱ「ハラスメントのない職場を創る！」（Ｐ．１６）（２０２５年１月１０日発行） 

３.Ｖｏｌ.Ⅲ「Ｑ＆Ａで、『労基研報告書』を批判的に読む！～労働基準補法の変質・解体を許さ

ず、その抜本改正を勝ち取ろう！～」（Ｐ．１６）（２０２５年２月１０日発行） 

４.Ｖｏｌ.Ⅳ「労働安全衛生法の基本と職場のローアン活動の進め方」（Ｐ．２８）（２０２５年

７月２２日発行） 

５.Ｖｏｌ.Ⅴ「「新時代の『日本的経営』」から３０年！－日本の労働者の働き方＝働かされ方は

どうなったのか？ あらためて資本主義社会と労働者・労働組合、賃金と権利について考え

る！」（Ｐ．１６）（２０２５年７月２２日発行） 

③ 講師要請には積極的に応えてきました。 

１.京都自治労連・労働安全担当者会議・ハラスメント学習会「ハラスメントの相談を受けたら？ 

ハラスメントのない職場づくりをどうすすめるか？」；２０２４年１０月９日開催 

２.いの健岡山センター総会＆岡山県労会議「健康講座“労働時間短縮等をどうすすめるか”」；

２０２４年１１月２９日開催 

３.京都学習協・２０２５春の情勢セミナー・第３講義「労働基準法解体攻撃の現瞬間」；２０２
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５年２月５日開催 

４.京都職対連・個人会員のつどい；いの健京都センターの学習パンフ「Ｑ＆Ａで『労基研報告

書』を批判的に読む」を使ってお話、２０２５年２月２２日開催 

５.舞鶴地労協・２０２５年春闘学習会「賃金、労働時間、労働者とは？－そして労働基準とは？」；

２０２５年３月１２日開催 

６.いの健和歌山センター第１９回総会記念講演「労働者の働き方の実態と労働基準関係法制研

究会（厚労省）のねらい」；２０２５年５月２９日 

７.化学一般京滋福地本・第４２回安全衛生一泊学校・講演「ハラスメントのない働きやすい職場

を創る」；２０２５年６月７～８日 

８.いの健兵庫センター第１３回定期総会特別講演「ハラスメントのない働きやすい職場を創

る」；２０２５年６月２８日 

 

２ この間の主な事業内容 

(1) ２０２４年過労死等防止対策推進シンポジウム（京都会場） 

 ２０２４年１１月２２日、池坊短期大学の洗心館地下一階のこころホールにおいて、２０２４年

の「過労死等防止対策推進シンポジウム」（京都会場）が厚生労働省と京都労働局の主催、いの健京

都センターが事務局を担っている過労死防止京都連絡会などの協力で開催されました。参加は過去

最高となる１７３人でした。 

 集会のプログラムは、京都労働局長の主催者あいさつ、過労死防止京都連絡会の荻野幸夫会長の

協力団体あいさつで始まり、京都労働局からの報告、宮崎で夫を過労死で亡くされたご遺族の体験

談の発表、過労死弁護団全国連絡会議代表幹事の川人博弁護士の記念講演「過労死・ハラスメント

をなくすために」、過労死防止京都連絡会京都連絡会事務局長の古川拓弁護士の閉会あいさつでし

た。 

 集会の成功に向けて、過労死防止京都連絡会は、幹事会での協議を積み重ね、関係団体のオルグ

や四条烏丸での街頭宣伝行動（昼休み、夕方各１回）などにとりくみました。 

 

(2) 第３２回京都労働安全衛生学校 

２０２５年６月１４日、「第３２回京都労働安全衛生学校」が開催されました。同学校は、京都総

評といの健京都センターの共催で、「職場・地域のいの健・ローアン活動会の育成」を目的に、毎年

５～６月期に開催しています。 

今年は、第１講義「労働安全衛生法の基本とローアン活動の進め方」（講師はいの健京都センター

の岩橋事務局長）、第２講義「ハラスメントの防止と労災保険の活用」（講師は前半のハラスメント

防止がメンタルサポート京都の飛騨佳美事務局長、後半の労災保険の活用が京都職対連の芝井公事

務局長）という内容でした。 
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受講生は会場に１５人、オンラインで５人の合計２０人でした（昨年は１８人）。 

 

(3) ３回の公開講座の開催 

① 第１回公開講座「厚生労働省『労働基準関係法制研究会』の『議論のたたき台』＆『報告書（案）』

を斬る～その批判的検討」；２０２４年１２月１７日開催、講師は毛利崇弁護士（いの健京都セ

ンター副理事長）、参加者は１５人。 

② 第２回公開講座「日本の労働者の労働時間の現状と課題～時短（労働時間短縮闘争）をどのよ

うに進めていけばよいのか！？～」；２０２５年２月２５日開催、講師はいの健京都センターの

岩橋事務局長、参加は会場に１０人、オンラインで５人の合計１５人。 

③ 第３回公開講座「ハラスメントのない働きやすい職場を創る！」；２０２５年５月８日開催、講

師はいの健京都センターの岩橋事務局長、参加は、会場に１０人、オンラインで４人の合計１

４人。 

 

(4) 厚生労働省の「労働基準関係法制研究会」の系統的批判など 

① 厚生労働省の「労働基準関係法制研究会」に注目し、系統的に批判活動を行ってきました。 

・ ２０２４年１１月１４日、緊急討議資料「労基研『議論のたたき台』批判」を発行。 

・      １２月１７日、公開講座「労基研『議論のたたき台』＆『報告書(案）』の批判的検討」 

・      １２月２６日、討議資料「『報告書（案）』を批判的に読む！」を発行 

・ ２０２５年 １月１０日、討議資料「『労基研報告書』を批判的に読む！」を発行 

・       ２月１０日、学習パンフレット 「Ｑ＆Ａで『労基研報告書』を批判的に読む」発行 

② 「ニュースいのち」などで、２０２５年４月からの雇用保険及び育児・介護休業制度の改定内

容や２０２５年の通常国会における労働安全衛生法や労働施策総合推進法などの改正内容、批

准されたＩＬＯ第１５５号条約、熱中症対策が義務化された労働安全衛生規則の改正内容の紹

介を行ってきました。 

 

３ 関係団体との連携 

(1) いの健全国センター＆近畿ブロック連絡会 

① いの健全国センター 

 岩橋事務局長を理事に派遣しています。理事としての任務は地方センター部会です。この間、労

基法、労働安全衛生法、労災保険法の「改正」問題などで、積極的な発言を行ってきました。また、

京都職対連の芝井事務局長（当センター事務局次長）は、全国センターの労働基準行政検討会の委

員です。 

② 近畿ブロック連絡会 

 いの健近畿ブロック連絡会は３～４ヶ月に１回程度会議を開催して（今年度は２０２４年１０月、
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２５年２月、６月開催）情報・意見交換を行っています（京都からは岩橋と芝井が参加）。 

 全労連近畿ブロックといの健近畿ブロック連絡会の共催で、「近畿ブロック働くもののいのちと

健康を守る学習交流集会」を毎年夏に開催しています。 

 今年の第１５回となる「２０２５年近畿ブロック働くもののいのちと健康を守る学習交流集会 in

兵庫」は、８月２日に神戸市内で開催されました。特別講義と各府県からの支援の訴えが主な内容

で、特別講義は、いの健全国センターの垰田和史理事長（びわこリハビリティーション専門職大学

教授）が「幸せランキングが高い北欧などの労働実態との大きな差はなぜ生まれた？ 何が改善の

かなめ？！」と題して行いました。各府県の訴えでは、京都からは、京都職対連の新田昌之会長（京

都自治労連副委員長）が「京都市職員の外勤中の転倒事故で、再審査で公務災害認定を勝ち取った

事例」の報告を、京建労の伊東純平常駐執行委員が「建設アスベスト訴訟の歴史と特色、京都訴訟

の現状」の報告と支援の訴えを行いました。参加は、全体が４９人で、京都からは７人の参加でし

た。 

 

(2) 京都職対連 

 京都職対連（京都労災職業病対策連絡会議）とは、事務所を同じくして活動しており、いの健京

都センターが主に“予防”を、京都職対連が主に“救済”を担当して、おたがいに全面的に協力し

合って活動しています。京都職対連の副会長に岩橋事務局長が、いの健京都センターの副理事長に

京都職対連の新田昌之会長（京都自治労連副委員長）、事務局次長に京都職対連の芝井公事務局長

が就任しています。また京都職対連の機関紙「Humanly きょうと」の編集作業にも全面的に協力し

ています。 

 京都職対連は、主に労災職業病の相談、労災認定闘争の支援を行うとともに、京都労働局・府下

各地の監督署、地方公務員災害補償基金の京都府支部と京都支部などへの要請行動を行っています。 

１月２８日に、京都労働局に対し、「働くもののいのちと健康・安全を守る要請書」を提出し、懇

談・意見交換を行い、２月２２日には、「第４２回定期総会」を開催しました。総会では、京都保健

会の吉中丈志理事長（いの健京都センター顧問）が記念講演「健康のために働く～Beyond Labor is 

not a commodity」を行いました。 

 京都労災被災者家族の会（荻野幸夫会長）は、５月１８日に「交流会」（京都府立植物園）を開催

し、６月２１日に「第３７回総会」を開催しました。 

４月２３日、京都職対連としても全面支援をしていた京都市職労のＡ組合員の公務中の転倒事故

による傷病（＝２０２３年３月、外勤中に転倒して顔を７針縫うけが）の公務災害認定闘争で、地

方公務員災害補償基金の審査会は、Ａ組合員の再審査請求に対して、「２０２３年５月１０日付の

地方公務員災害補償基金京都支部長が行った公務外認定処分並びに２０２４年１月２５日付の京

都市支部審査会の審査請求を棄却するとの裁決を取り消す」との裁決を行い、公務災害として認定
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をかちとりました！ 

 

(3) 京都総評労安対策委員会 

 京都総評の労安対策委員会にも参加し、働くもののいのちと健康を守る活動、労働安全衛生活動

を共同して進めています（共催して開催している京都労働安全衛生学校については前述）。今年度

は、２０２５年２月４日に同委員会の事務局会議が開催されたにとどまっています。 

 

(4) 過労死防止京都連絡会 

 過労死防止京都連絡会は、２０１５年４月１７日、「過労死等を防止するために、諸活動を行うこ

とを目的」（規約第２条）に結成されました。いの健京都センターはその事務局を担って活動してい

ます。会長は京都労災被災者家族の会の荻野幸夫世話人代表で、事務局長が過労死弁護団全国連絡

会議の幹事・事務局の古川拓弁護士、事務局次長がいの健京都センターの岩橋事務局長です。厚生

労働省・京都労働局が主催して開催している「過労死等防止対策推進シンポジウム」（京都会場）に

全面協力してその成功をめざしてとりくむとともに、学習会や集会の開催、宣伝行動の実施、行政

への働きかけ、学校での啓発授業への講師派遣などの活動を行っています。 

 ６月２１には、「第１１回総会」を開催しました。参加は１３人で、参加者全員が発言しました。

総会に先がけて学習会を行いました；全国過労死を考える家族の会の寺西笑子代表世話人が「『過

労死防止大綱』の改正」、古川拓弁護士が「脳・心臓疾患及び精神障害の労災認定基準の改定とその

後の動向」について講演しました。 

６月２１日には、「過労死・ハラスメント労災１１０番全国いっせい電話相談活動」も、過労死弁

護団全国連絡会議などで作る過労死１１０番全国ネットワークの主催で実施されました。結果は、

①.全国（３０都道府県）では相談件数が１８３件で、内訳はⅰ.労災補償相談が４０件 （＝脳・心

臓３件、内死亡２件、自殺・精神障害２３件、内死亡２件、その他のストレス疾患８件、内死亡０

件、その他８件、内死亡１件）、ⅱ.パワハラ・過重労働相談が１０４件（＝長時間労働２７件、深

夜勤務１件、海外出張・赴任０件、パワハラ７７件、セクハラ３件、過労運転１件、その他１１件）、 

ⅲ.その他の相談が３９件でした。②.京都では３件で、内訳が労災補償１件（その他ストレス疾患）、 

パワハラ・過重労働０件、その他２件でした。 

 

(5) アスベスト京都の会 

アスベスト京都の会（アスベスト被害の根絶をめざす京都の会）は、２０１３年５月１３日に結

成されました。いの健京都センターは、アスベスト京都の会の事務局団体の一つとして活動してい

ます。 

今年度の第１１回総会は、２０２４年９月２５日に、ラボール京都の会議室とオンラインで開催

されました。参加は１６人でした。第１１回総会では、京建労の松原秀樹書記次長が「建物解体・
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改修工事における問題点と課題」について、アスベスト弁護団の大河原壽貴弁護士が「建設アスベ

スト訴訟の到達点と課題」について報告しました。アスベスト京都の会では、現在、京都府や京都

市に対する建物の改修・解体工事に伴うアスベスト飛散防止対策についての要請・懇談を実施すべ

く準備を行っています。 

 建設アスベスト訴訟は、２０２１年５月の最高裁判決以降、「建設アスベスト給付金」制度が創設

され、これまでに８千人を超える被害者に給付金が支給されています。しかし建材メーカーは、最

高裁判決以降も例外なく下級審で例外なく断罪されているにも関わらず、和解の応じず裁判を継続

し争っています。そうした中で東京１陣の差し戻し審と２陣訴訟で和解協議が行われ、大阪の２陣・

３陣訴訟でも和解案が提示されています。京都訴訟は、２陣訴訟が大阪高裁で結審し、１０月３０

日に判決言渡しとなり、３陣・４陣が京都地裁で引き続き闘われています。原告団・弁護団は、最

高裁判決で救済から除外された屋外工・解体工の救済も含め、全面早期解決を奮闘しています。 

 京都職対連の幹事で、宇治のユニチカ（旧日本レーヨン）工場のＣＳ２ （二硫化炭素）中毒の労災

認定闘争の支援を行ってきた河合敏彦さんが、ユニチカ宇治工場で働いていたときにアスベストに

被ばくし、中皮腫を発症し、労災認定されました。河合さんは、２０２４年７月９日に、国に国家

賠償を求めて、裁判を提訴（京都地裁）しましたが、１１月１４日、国が責任を認めて損害賠償金

を支払う内容での和解が成立しました。河合さんは、引き続き、２０２５年１月２３日に、ユニチ

カの安全配慮義務違反に対する損害賠償請求訴訟を京都地裁に提訴し、現在も闘っています。６月

１３日には、宇治市内で「河合さんの裁判を支援し、アスベスト被害者救済を進める会」の結成総

会が行われました（参加者４０人）。 

 

(6) メンタルサポート京都 

メンタルサポート京都（特定非営利法人ＥＡＰ京都こころの健康センター）は、①心の健康不調

の相談（カウンセリング）、②治療・療養の医療機関や専門医の紹介、③職場復帰への支援、④企

業・団体・労組等への心の健康に関わる研修会の支援、⑤ストレスチェックなどの調査への協力、

⑥事業者が行うメタル対策指針の作成や具体化のサポートなどの活動を行っています。同センター

の理事に岩橋事務局長を派遣しています。 

１月２５日、京都テルサで、メンタルサポート京都は、公開講座「だれもが働きやすい職場づく

り～『心理的安全性』から考える～」を開催しました。オンラインを含めて４０人の参加でした。

京都産業保健総合支援センターの辰巳朋子相談員が「『ふと我に返る』をしてますか」と題して講

演、京都民医連あすかい病院副院長･精神科医の近藤悟医師が「臨床の現場から」をテーマに講演

し、カウンセリングの現場からメンタルサポート京都の清水良子公認心理師が報告をおこないまし

た。 

 

（以上） 



７ 

 

いの健京都センター・活動日誌 ２０２４年８月１日～２０２５年７月３１日 

２０２４年 

８月 

 ３日（土）2024 年近畿ブロック働くもののいのちと健康学習交流集会 in大阪 

 ４日（日）元ユニチカ労働者の被害者を励まし身近なアスベスト問題を考える学習会 

 ６日（火）いの健全国センター・臨時理事会 

 ７日（水）京都職対連・機関紙編集会議＆幹事会 

１０日（土）～１８日（日）【お盆閉局】 

２３日（金）京都労安学校テキスト検討会 

３１日（土）いの健京都センター・第２６回定期総会＆２５周年記念講演会⇒台風１０号接近につ

き延期！ 

 

９月 

 ４日（水）ユニチカ・河合さんアスベスト被災国賠訴訟弁論（京都地裁） 

 ５日（木）京都職対連・機関紙編集会議＆幹事会 

 ７日（土）京都総評定期大会 

１７日（火）過労死防止京都連絡会・幹事会＆過労死防止シンポ京都市内オルグ行動 

２５日（木）アスベスト被害の根絶をめざす京都の会第１１回総会 

２６日（木）いの健京都センター第２６回定期総会 

 

１０月 

 ２日（水）京都職対連・機関紙編集会議＆幹事会 

 ９日（水）京都自治労連・労働安全衛生担当者会議・ハラスメント学習会講師 

１２日（土）いの健全国センター・一泊理事会（～１３、東京） 

１８日（金）いの健近畿ブロック連絡会・会議（大阪） 

２５日（金）ＪＭＩＴＵ目黒組合員損害賠償訴訟弁論（大津地裁彦根支部） 

２７日（日）【総選挙投開票日】 

２８日（月）建設アスベスト京都２陣訴訟控訴審弁論（大阪高裁） 

３１日（木）いの健京都センター２０２４年度第１回理事会 

 

１１月 

 ６日（水）過労死防止京都連絡会・過労死防止シンポジウム街頭宣伝行動（昼休み・四条烏丸）

／過労死防止京都連絡会幹事会／京都職対連・機関紙編集会議＆幹事会 

 ８日（金）アスベスト京都の会事務局会議／過労死防止京都連絡会・過労死シンポジウム街頭宣

伝行動（夕方・四条烏丸） 



８ 

 

１１日（月）ラボール京都避難訓練 

１４日（木）ユニチカ元労働者・河合さんアスベスト国賠裁判弁論／討議資料「労基研『たたき台』

批判」発行 

１５日（金）関西建設アスベスト京都３陣訴訟弁論 

２０日（水）いの健全国センター・地方センター部会（オンライン）／メンタルサポート京都理事

会 

２２日（金）２０２４年過労死等防止対策推進シンポジウム（京都会場） 

２７日（水）ＪＭＩＴＵ目黒組合員労災不認定取消訴訟控訴審弁論（大阪高裁） 

２９日（金）岡山県労会議「２０２４年県労健康講座」（岩橋が講演「労働時間短縮等をどうすすめ

るか） 

 

１２月 

 ４日（水）いの健全国センター理事会（オンライン） 

 ５日（木）学習パンフレット「時短のすすめ」発行 

 ９日（月）機関紙協会京滋地本・２０２４年度会計監査 

１０日（火）京都職対連・機関紙編集会議＆幹事会 

１１日（水）建設アスベスト京都２陣訴訟控訴審弁論（大阪高裁） 

１３日（金）いの健全国センター・理事会、同・第２７回定期総会 

１４日（土）機関紙協会京滋地本定時総会＆宣伝研究会＆機関紙誌コンクール発表・表彰式 

１５日（日）たんぽぽの会（京都建設じん肺・アスベスト被害者と家族の会）定期総会 

１７日（火）いの健京都センター２０２４年度第２回理事会＆公開講座「労基研『たたき台』の批

判的検討」 

２８日（土）【事務所年末年始閉局】（～２０２５年１月５日） 

 

２０２５年 

１月 

 ６日（月）【仕事始め】／京都総評２０２５年新春旗びらき 

１０日（金）いの健京都センター学習パンフレット vol.Ⅱ「ハラスメントのない働きやすい職場を

創る！」発行 

１５日（火）メンタルサポート京都理事会／京都職対連・機関紙編集会議＆幹事会 

１６日（木）ＪＭＩＴＵ京滋地本・目黒君労災不認定取消訴訟控訴審判決言渡し（大阪高裁） 

１７日（金）関西建設アスベスト京都３陣訴訟弁論＆４陣訴状提出行動（京都地裁） 

２１日（火）いの健全国センター・地方センター部会 

２５日（土）京都総評２５春闘臨時大会／メンタルサポート京都公開講座「心理的安全性」 

２８日（火）京都職対連・京都労働局要請 



９ 

 

２９日（水）京都職対連・河合幹事のアスベスト被災ユニチカ損賠訴訟提訴記者会見／アスベスト

京都の会事務局会議 

３１日（金）ＪＭＩＴＵ京滋地本目黒君損害賠償請求訴訟判決言渡し（大津地裁彦根支部） 

 

２月 

 ３日（月）働き方見直し京都集会事務局会議 

４日（火）京都総評労働安全衛生対策委員会 

５日（水）京都学習協の２０２５年春の情勢セミナーで労基研報告書批判学習会の講師（岩橋） 

７日（金）いの健全国センター理事会 

８日（土）いの健全国センター・地方センター交流集会（～９日） 

１０日（月）いの健京都センター学習パンフレット vol.Ⅲ「Ｑ＆Ａで、『労基研報告書』を批判的

に読む！」発行 

１２日（水）関西建設アスベスト京都第４陣訴訟弁論（京都地裁） 

１３日（木）いの健近畿ブロック連絡会会議 

２２日（土）京都職対連・個人会員のつどい＆第４２回定期総会 

２５日（火）いの健京都センター・第２回公開講座＆第３回理事会 

２８日（金）前田さんの労災不認定取消訴訟弁論（京都地裁） 

 

３月 

 ４日（火）関西アスベスト京都２陣訴訟控訴審弁論（大阪高裁） 

 ７日（金）過労死防止京都連絡会幹事会 

１１日（火）京都職対連・機関紙編集委員会＆幹事会 

１２日（水）舞鶴地労協２０２５年春闘学習会（講師：岩橋） 

１９日（水）メンタルサポート京都理事会 

２１日（金）関西アスベスト京都訴訟３陣訴訟弁論（京都地裁） 

２５日（火）働き方見直し京都集会実行委員会 

２７日（木）城南診療所評議員会（岩橋） 

 

４月 

 ２日（水）いの健全国センター・２０２５年度第２回理事会（Zoom） 

 ４日（金）京都職対連・機関紙編集委員会＆幹事会 

１０日（木）機関紙協会京滋地本理事会（岩橋） 

１１日（金）働き方を見直す京都集会事務局会鍵 

１６日（水）ラボール京都防火委員会（岩橋） 

１８日（金）関西アスベスト京都４陣訴訟弁論（証人体調不良のため延期に） 



１０ 

 

１９日（土）メンタルサポート京都賛助会交流会（府立植物園お花見） 

２１日（月）アスベスト京都の会・事務局会議 

２２日（火）過労死防止京都連絡会・幹事会＆会計監査 

２３日（水）京都市職労のＡ組合員の公務中の転倒事故による傷病についての地方公務員災害補償

基金の審査会の裁決；公務災害として認定！ 

２４日（木）元宇治ユニチカ・河合さんのアスベスト被災損賠裁判弁論（京都地裁） 

２６日（土）機関紙協会京滋地本創立記念宣伝研究会（岩橋） 

３０日（水）京都労働局＆プロセスユニークと今年の過労死防止シンポ（京都会場）の打ち合わせ 

 

５月 

 １日（水）全京都統一メーデー（二条城前広場） 

 ７日（水）京都職対連・機関誌編集委員会＆幹事会 

 ８日（木）いの健京都センター・第３回公開講座「ハラスメントのない働きやすい職場を創る！」

＆２０２４年度第４回理事会 

１４日（水）働き方見直し京都集会実行委員会 

１６日（金）関西建設アスベスト京都３陣訴訟弁論 

１８日（日）京都労災被災者家族の会・交流会（京都府立植物園） 

１９日（月）過労死防止京都連絡会・幹事会 

２１日（水）メンタルサポート京都・総会＆理事会 

２７日（火）関西アスベスト京都２陣訴訟控訴審弁論；結審 

２９日（木）いの健和歌山センター総会（学習会の講師：岩橋） 

３０日（金）ＪＭＩＴＵ京滋地本・目黒組合員損賠訴訟控訴審弁論；結審 

 

６月 

 ３日（火）京都労安学校講師団会議 

４日（水）いの健全国センター・２０２５年度第３回理事会／京都職対連・機関紙編集会議＆幹

事会 

 ７日（土）化学一般京滋福地本・安全衛生学校（～８日、アヤハレークホテル、学習会の講師：

岩橋） 

 ９日（月）働き方見直し京都集会事務局会議 

１０日（火）機関紙協会京滋地本理事会 

１２日（木）いの健近畿ブロック連絡会議（大阪労連会議室） 

１３日（金）「河合さんの裁判を支援し、アスベスト被害者の救済を進める会」学習会・結成総会 

１４日（土）第３２回京都労働安全衛生学校 

２０日（金）関西建設アスベスト京都４陣訴訟弁論 



１１ 

 

２１日（土）京都労災被災者家族の会総会／過労死１１０番／過労死防止京都連絡会第１１回総会 

２８日（土）いの健兵庫センター総会（学習会講師：岩橋） 

 

７月 

 ３日（木）京都職対連・機関紙編集会議＆幹事会 

 ８日（火）働き方見直し京都集会実行委員会 

１４日（月）アスベスト京都の会・事務局会議 

１６日（水）メンタルサポート京都・理事会 

１８日（金）関西建設アスベスト３陣訴訟弁論 

１９日（土）過労死防止全国センター総会 

２０日（日）【参議院選挙投開票日】 

２２日（火）いの健京都センター学習パンフレット vol.Ⅳ「労働安全衛生法の基本と職場のローア

ン活動の進め方」＆vol.Ⅴ「『新時代の日本的経営』から３０年！－日本の労働者の働

き方＝働かされ方はどうなったのか？ あらためて資本主義社会と労働者・労働組合、

賃金と権利について考える！」発行 

２３日（水）いの健京都センター理事会 

２４日（木）宇治ユニチカ・河合さんアスベスト損害賠償請求裁判弁論（京都地裁） 

３０日（水）いの健全国センター理事会（オンライン） 

 

（以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１２ 

 

【いの健京都センター第２７回定期総会第３号議案】 

２ ０ ２ ５ 年 度 事 業 計 画 （ 案 ） 

はじめに 

 現在の世界と日本では、ロシアのウクライナ侵攻、イスラエルのガザに対するジェノサイド攻撃、

石破内閣・自公政権による敵基地攻撃能力の保有と大軍拡の推進、コロナ禍と物価の高騰に見られ

るように、戦争の危険をも含んだ労働者・国民のいのちとくらしの危機が進行しています。 

  「いのち」の最大の敵は「戦争」であり、「健康」の最大の阻害要因は「貧困」です。働くものの

いのちと健康を守る大前提として、力を合わせて、世界と日本から戦争と貧困をなくしていかなく

てはなりません！ 

「われらは、全世界の国民が、ひとしく恐怖と欠乏から免かれ、平和のうちに生存する権利を有す

ることを確認する。」（日本国憲法前文） 

 

Ⅰ 働くもののいのちと健康をめぐる最近の状況 

１ 最近の労災、過労死等、アスベスト関連疾病などの労災の請求及び決定状況、その他 

(1) ２０２４年の労災請求及び補償状況 

① 全国（５月３０日、厚生労働省発表） 

２０２４年の労働災害による死亡者数（新型コロナウィルス感染症罹患者を除く）は７４６人 （前

年比▲９人）で過去最少、休業４日以上の死傷者数は１３５，７１８人 （前年比３３４７人）で４

年連続の増加となりました。コロナ感染症の罹患による労災死亡者数は１人（前年比▲３人）、休業

４日以上の死傷者数は１５，１９６人（前年比▲１８，４４１人）でした。 

死亡の業種別では、建設業２３２人、製造業１４２人、陸上貨物運送事業１２３人、商業５５人

の順。事故の型別では、墜落・転落１８８人、交通事故（道路）１２３人、はさまれ・巻き込まれ

１１０人の順。 

死傷者の業種別では、製造業２６，６７６人、商業２２，０３９人、保健衛生業１８，８６７人、

陸上貨物運送業１６，２９２人の順。事故の型別では、転倒３６，３７８人、腰痛等の動作の反動・

無理な動作２２，２１８人、墜落・転落２０，６９９人の順。 

雇用者全体に占める６０歳以上の高齢者の割合は１９．１％ですが、労災による休業４日以上の

死傷者数に占める６０歳以上の高齢者の割合は３０．０％で、６０歳以上の高齢者の労災発生率は、

３０歳代との比較で、男性は約２倍、女性は約６倍。休業見込み期間も年齢が上がるにつれて長く

なっています。 

外国人労働者の雇用者全体に占める割合は３．８％ですが、労災の死傷者数に占める割合では４．

６％。労災発生率（死傷年千人率）は、全体が２．３人で、外国人労働者は２．７１人、特に技能

実習３．９８人、特定技能３．９１人、身分に基づく在留資格３．６３人となっています。 
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② 京都（京都労働局、６月１８日発表） 

２０２４年の労災死亡者数は５人〔製造業２人、運輸業２人、清掃・と畜業１人／墜落・転落２

人、飛来・落下１人、激突され１人、交通事故（道路）１人〕と前年の１７人に比べて１２人減少

し、統計を取り始めた１９５８年以降の６７年間において過去最少となりました。特に建設業で死

亡者がゼロとなったのは初めてとのことです。休業４日以上の死傷者数は、２０１６年に過去最少

の２２９６人になって以降増加傾向となっていましたが、２５６０人（コロナ関連の労災を除く）

と、前年より１１２人・４．２％の減少となりました。 

業種別では、①製造業４６９人、②保健衛生業４１１人（うち社会福祉施設３０４人）、③商業４

１１人（うち小売業２９６人）、④運輸業３６６人（うち道路貨物運送・陸上貨物取扱業２７６人）、

⑤接客娯楽業２４３人（うち飲食店１４２人・旅館業５７人）、⑥建設業２０７人、⑦清掃・と畜業

１５１人（うちビルメンテナンス業８１人）、⑧林業１９人となっています。建設業で前年から比べ

て５９人・２２．２％の減少となっています。 

事故の型別では、①転倒６３４人、②腰痛などの動作の反動・無理な動作４９６人、③墜落・転

落３７７人、④はさまれ・巻き込まれ２３０人、⑤交通事故（道路）１８１人となっています。 

年齢別には、①６０歳以上７８０人・３０．５％、②５０歳代６８８人・２６．９％と、５０歳

以上の中高年齢者で５７．３％に及んでいます。 

 

(2) ２０２４年度の過労死等の労災請求及び補償状況（６月２５日、厚生労働省発表） 

① 全国 

 過労死等に関する全体では、請求件数が４８１０件（前年比２１２件・４．６％の増加）、決定件

数は４３１２件で、内支給決定件数は１３０４件（認定率３０．４％）でした。 

 脳・心臓疾患に関する労災請求件数は１０３０件で、前年度より７件（０．７％）増加しました。
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内過労死の請求件数は２５５件で、前年度より８件（３．２％）の増加でした。決定件数は７８３

件で、内支給決定件数は２４１件で、認定率は３０．８％でした。過労死事案では、決定件数が２

３２件で、内支給決定件数が６７件、認定率は２８．９％でした。業種別の請求件数では、「運輸

業・郵便業」２１３件、「卸売業・小売業」１５０件、「建設業」１２８件の順に多く、運輸業・郵

便業の中では、「道路貨物運送業」が最多の１５５件でした。職種別の請求件数では、「輸送・機械

運転従事者」１７７件、「専門的・技術的従事者」１４９件、「サービス職業従事者」１３６件の順

になっています。輸送・機械運転従事者では「自動車運転従事者」が１６３件と最多になっていま

す。年齢別の請求件数では、「５０歳代」４１１件、「６０歳以上」３４８件、「４０歳代」２１３件

の順となっています。支給決定となった時間外労働時間数では、「４５時間未満」が０件、「４５時

間以上６０時間未満」が１件、「６０時間以上８０時間未満」が４６件、「８０時間以上１００時間

未満」が８０件、「１００時間以上」が合計８７件、「その他（短期間の過重業務・異常な出来事）」

が２７件となっています。 

 精神障害に関する労災請求件数

は３７８０件で、前年度より２０５

件（５．７％）増加しました。内未

遂を含む過労自死の件数は２０２

件で、前年比１０件（４．３％）減

少となりました。決定件数は３４９

４件で、内支給決定件数は１０５５

件、認定率は３０．２％でした。過

労自死事案では、決定件数２１５件

で、内決定件数は８８件、認定率は

４０．９％でした。業種別の請求件数では、「医療・福祉」９８３件、「製造業」５８３件、「卸売業・

小売業」５４５件の順に多く、医療・福祉では「社会保険・社会福祉・介護事業」が最多の５８９

件でした。職種別の請求件数では、「専門的・技術的職業従事者」１０３０件、「事務従事者」７９

６件、「サービス職業従事者」５５６件の順に多く、事務従事者の中では「一般事務従事者」５７７

件が最多となっています。年齢別の請求件数では、「４０歳代」１０４１件、「３０歳代」８８９件、

「５０歳代」８７０件の順となっています。出来事別の支給決定件数では、「上司等から、身体的攻

撃、精神的攻撃等のパワーハラスメントを受けた」２２４件、「仕事内容・仕事量の大きな変化を生

じさせる出来事があった」１１９件、「顧客や取引先、施設利用者等から著しい迷惑行為を受けた」

１０８件、「セクシュアルハラスメント」を受けたの順となっています。 

② 京都 

 京都では、脳・心臓疾患の請求件数が３０件（内脳血管疾患２０件、虚血性心疾患１０件）で、

前年比５件の減。内過労死事案は５件（前年８件）。決定件数は３０件で内支給決定が６件（認定率
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２０.０％）。過労死事案では決定件数が５件で認定件数が０件（認定率０.０％）。精神障害の申請

件数は１０７件で、前年比９件の増加となっています。未遂を含む過労自死は４件でした。決定件

数は１１３件で、内支給決定件数は４６件で認定率は４３．０％。過労自死事案では、決定件数が

４件、内認定件数が１件（認定率２５．０％）でした。 

 

(3) ２０２４年度のアスベスト関連疾患に関する労災等の請求及び補償状況 （月２２０日、生生労

働省発表） 

 ２０２４年度のアスベスト関連疾病に関する労災の請求件数は１５２９件で、昨年２０２３年度

の１３０５件と比べて２２４件（１７．２％）増加しています。決定件数は１３４８件で、内支給

決定となったのは１１３９件で認定率は８４．５％でした。この間認定率は下がり続けています；

２０２０年度９２．７％→２１年度９２．０％→２２年度８９．

８％→２３年度８９．４％→２４年度８４．５％。疾病別の請

求・決定・支給決定件数と認定率は下記の通りでした。 

疾病名 請求件数 決定件数 支給決定件数 認定率 

肺がん ６４４件 ５６１件 ４２４件 ７５．６％ 

中皮腫 ７４７件 ６７４件 ６２７件 ９３・０％ 

良性石綿胸水  ４４件 ３６件 ３０件 ８３．３％ 

びまん性胸膜肥厚  ９４件 ７７件 ５８件 ７５．３％ 

  「特別遺族給付金」（））の請求件数は３７８件で、決定件数

は３４３件で、内支給決定件数は２４０件で認定率は７０．０％でした。また、「石綿肺」（）））

の支給決定件数は７１件でした。 

 業種別の支給決定状況は、労災保険法に基づく保険給付で、建設業が６６．４％、製造業が２５．

２％、運輸業が２．４％、電気・ガス・水道又は熱供給事業が０．２％、鉱業が０．２％、その他

が５．６％でした。石綿救済法に基づく特別遺族給付金で、建設業５４．２％、制帽業３６．３％、

運輸業１.７％、鉱業０.４％、電気・ガス・水道又は熱供給業が０.４％、その他７.１％でした。 

（））アスベスト（石綿）による疾病で死亡した労働者の遺族で、５年の時効によって労災保険の遺族補償給付を受ける

権利が消滅した者に対し、「石綿による健康被害の救済に関する法律」にもとづき支給されるもの。 

（）））「石綿肺」は、じん肺として労災認定された事案のうち、石綿肺と判断したものを抽出して集計したもの。 

 京都における、２０２４年度のアスベスト関連疾病に関する労災請求件数は２３件で、支給決定

件数は２９件でした。内訳は、肺がんが請求１１件・支給決定１２件、中皮腫が請求９件・支給決

定１５件、良性石綿胸水が請求件数２件・支給決定件数なし、びまん性胸膜肥厚が請求２件・支給

決定２件でした。石綿肺の支給決定件数はありませんでした。「特別遺族給付金」は請求件数が６件

で支給決定件数が４件（肺がん・中皮腫各２件）でした。 
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(4) 深刻なハラスメントの発生状況 

厚生労働省の発表による都道府県労働局の雇用環境・均等部（室）に寄せられたハラスメントの

相談件数は、２０２１～２３年度の３年間で下記のようになっています。 

 ２０２１年度 ２０２２年度 ２０２３年度 

パワーハラスメント １９５３７件 ４６１４９件 ６００５３件 

セクシュアルハラスメント ７０７０件 ６８４９件 ７４１４件 

妊娠・出産等に関するハラスメント ２１７４件 １９２６件 １７５６件 

育児休業等に関するハラスメント １９９８件 １８０９件 １４７５件 

介護休業等に関するハラスメント １１０４件 ８９６件 ６２３件 

合計 ３１８８３件 ５７６２９件 ７１３２１件 

その他に、全国の都道府県労働局と労働基準監督署などに設置した全国３７９か所ある「総合労

働相談コーナー」に寄せられた「いじめ・嫌がらせ」の相談件数は、２０２４年度、５４９８７件

（２０２１年度８６０３４件、２２年度６９９３２件、２３年度は６０１２５件）ありました。 

 

(5)労働法制などをめぐる動き 

① フリーランス新法（フリーランス・事業者間取引適正化等法）の施行（２０２４年１１月１日） 

  「フリーランスと企業などの葉中事業者の間の取引の適正化」と「フリーランスの就業環境の整

備」が目的。 

 主な内容は、 

ⅰ.書面等による取引条件の明示 

ⅱ.報酬支払期日の設定・期日内の支払；６０日以内のできるだけ早い日に報酬支払期日を設定し、

期日内に支払うこと。 

ⅲ.禁止行為；（１カ月以上の業務委託をした場合）㋐受領拒否、㋑報酬の減額、㋒返品、㋓買いた

たき、㋔購入・利用の強制、㋕不当な経済上の利益の提供要請、㋖不当な給付内容の変更・やり

直し 

ⅳ.募集情報の的確表示 

ⅴ.育児・介護等と業務の両立に対する配慮 

ⅵ.ハラスメント対策に係る体制の整備 

ⅶ.中途解除等の事前予告・理由開示；３０日前までに予告を 

＊ ⅰ～ⅲの担当は公正取引委員会・中小企業庁、ⅳ～ⅶ；厚生労働省・都道府県労働局 

 

② 雇用保険及び育児・介護休業制度の改定施行（２０２５年４月１日） 

ⅰ.「出生後休業支援給付金」の創設 

ⅱ.「育児時短就業給付金」の創設 
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ⅲ.自己都合退職者の給付制限の見直し；２カ月→１カ月 

ⅳ.高年齢雇用継続給付の給付率の引下げ；１５％→１０％ 

ⅴ.雇用保険料率の改定；１０００分の１４．５に 

ⅵ.子の看護休暇の対象を小学３年生までに、所定外労働の制限（残業免除）の対象を小学校入学前

に 

ⅶ.育児休業の取得状況の公表義務の拡大；常時雇用する労働者数を３００人超まで拡大 

ⅷ.介護離職防止のための仕事と会議の両立支援制度の強化 

ⅸ.次世代法に基づく一般事業主行動計画の見直し 

 

③ ２０２５年の通常国会における労働安全衛生法、労働施策総合推進法等の改正、ＩＬＯ第１５

５号条約の批准 

ⅰ.労働安全衛生法等の改正 

㋐ 個人事業者等に対する安全衛生対策の推進 

㋑ 職場のメンタル対策の推進；ストレスチェックが５０人未満の事業場についても義務化 

㋒ 化学物質による健康障害防止対策等の推進 

㋓ 機械等による労働災害防止の促進等 

㋔ 高齢者の労働災害防止の推進 

ⅱ.労働施策総合推進法等の開催 

㋐ ハラスメント対策の強化；カスタマーハラスメント対策の義務化、求職者等に対するセクハラ

対策の強化 

㋑ 女性活躍推進法の改正；対象企業の拡大（従業員１０１人以上の企業も公表義務化）、情報公開

の必須項目の拡大（男女間賃金格差に加えて、女性管理職比率なども） 

ⅲ.労働者の「就業拒否権」を明確に規定したＩＬＯ第１５５号条約「職業上の安全及び健康並びに

作業環境に関する条約」の批准 

 

④ 労働安全衛生規則の改正（２０２５年６月１日、改正・施行）；熱中症対策の義務化 

 

⑤ 労働基準法や労災保険法の「改正」問題 

厚生労働省の労働政策審議会の労働条件分科会や労災保険制度の在り方に関する研究会で、来年

の通常国会で「改正案」を審議・成立することめざし、審議中。労働基準法改正問題については、

いの健学習パンフ vol.Ⅲ「Ｑ＆Ａで『労基研報告書』を批判的に読む！」（２０２５年２月１０日

発行）を参照のこと。 

 

⑥ 「骨太の方針２０２５」 

 石破内閣・自公連立政権の当面する労働政策は、２０２５年６月１３日に閣議決定された「骨太
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の方針２０２５」（＝「経済財政運営と改革の基本方針 2025」）の第２章「賃上げを起点とした成長

型経済の実現」の「１．物価上昇を上回る賃上げの普及・定着～賃上げ支援の政策総動員～」の項

で、うかがうことができます。賃金では、「２０２９年度までに年１％の実質賃金上昇の定着」、「最

低賃金、２０２０年代に全国平均１５００円」を実現するとし、「三位一体の労働市場改革」の推進

として、❶リ・スキリング支援、❷ジョブ型人事、❸労働移動円滑化、❹労働基準法の見直し、❺

建設・運送・警備・医療・介護・障害福祉分野の賃上げなどを挙げています。 

 

Ⅱ  「時代 の『日本的経営』」から３０年！－日本の労働者の働き方＝働かさ

れ方はどう変わってきたのか？ 

今年２０２５年は、１９２５年の治安維持法制定から１００年、１９４５年の第二次世界大戦・

アジア太平洋戦争終結から８０年、１９７５年のベトナム戦争終結から５０年、１９９５年の阪神

淡路大震災発生から３０年の節目の年です。そし

て、１９９５年の日経連「新時代の『日本的経営』」

が出されてから３０年でもあります。「新時代の

『日本的経営」から３０年経って、日本の労働者

の働き方＝働かされ方はどう変わったのか？－

をふりかえって考えます。 

今から３０年前の１９９５年、日経連（＝日本

経営者団体連盟、財界の労務対策を担当、２００

２年に経団連と組織統合し、現在の日本経団連＝

日本経営団体連合会に）の総会で、「新時代の『日

本的経営』」が採択・決定されました。 

戦後の「日本的経営」の特徴は、「①終身雇用、

②年功賃金、③企業内組合」の３つで、これらは日本的経営の“３種の神器”とも言われていまし

たが、日経連は、２１世紀を迎えるにあたって、日本の労働者を、①「長期蓄積能力活用型」グル

ープ、②「高度専門能力活用型」グループ、③「雇用柔軟化」グループの３グループに再編（右図

参照のこと）することを提言しました。終身雇用と年功賃金を解体し、低賃金で無権利、雇用が不

安定な非正規雇用を大幅に増やすことが目的でした。 

１ いくつかの経済指標に見るこの３０年間の日本 

「新時代の『日本的経営』」から３０年！－この３０年間で、日本はどうなったのでしょうか！－

それを、この３０年間のいくつかの経済指標で見てみましょう！ 

(1)ＧＤＰ（国内総生産） 

ＧＤＰ（国内総生産）は、内閣府の「国民経済計算」によると、１９９５年は４９３．６兆円で
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アメリカに次いで世界第２位でしたが、２０２４年は６０９．３兆円（対１９９５年比１２３．４％）

でした。ドル換算では、この間の円安の進行で、１９９５年５兆５４５６億ドルから２０２４年４

兆２６２億ドルと対１９９５年比で７２．６％に減少しています。この３０年間で中国とドイツに

抜かれて世界第４位となりました。日本のＧＤＰの世界全体に占める割合は、１９８０年９．８％

→１９９５年１７．６％→２０１０年８．５％→２０２３年４．０％となっています。一人当たり

ＧＤＰでも、１９９５年４４，２１０ドル（世界第３位）→２０２４年３２，４９８ドル（７３．

５％）（世界第３６位）と低下しています。 

(2)賃金・労働時間・非正規雇用 

国税庁の民間給与実態調査では、民間労働者の年間賃金は、１９９７年４６７万円で、２０２３

年４６０万円と、名目でも７万円の減少となっています。厚生労働省の「毎月勤労統計調査」では、

１カ月の現金給与総額は、１９９５年は４０万８８６４円なのに対し、２０２４年は３４万８１８

２円と、名目で６万６８２円のマイナス、１９９５年比８５．２％に落ち込んでいます。 

一方で、企業の内部留保（利益剰余金）は、１

９９６年度１４０兆円だったものが、２０２３年

度には５３９兆円（３８５％）と大幅に増加して

います。経常利益も２０２３年度は１０６．８兆

円と過去最高になっています。 

一般労働者の年間総実労働時間は、厚生労働省

の毎月勤労統計調査によれば、１９９５年２０３

８時間でしたが、２０２３年１９６２時間とほと

んど変わっていません（▲７２時間）。 

非正規労働者数（非正規労働者比率）は、総務省の「労働力調査」によれば、１９９５年１００

１万人（２０．９％）でしたが、２０２４年２１２６万人（３７．１％）と、倍以上（３１１２５

万人）に増えています。 

(3)人口・合計特殊出生率・生涯未婚率 

総務省統計局が発表した２０２４年１０月１日現在の日本の総人口は、１億２３８０万２千人で、

前年より５５万人（０．４４％）の減少で、これで１４年連続の減少となりました。６５歳以上人

口が２９．３％で過去最高、１５歳未満人口は１１．２％で過去最低。外国人は３５０万６千人で

過去最多となっています。 

合計特殊出生率（＝一人の女性が生涯で産む子どもの平均人数）は、１９９５年１．４２人でし

たが、２０２４年には１．１５人となっています（厚労省調べ） 

国勢調査における生涯未婚率（＝５０歳時点での未婚者の割合を示す指標）は、１９９５年には

男性９．０７％、女性５．２８％でしたが、２０２４年の推計値で男性約２８％、女性約１８％と

なっています。 
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２ 雇用と働き方のこの３０年間の推移；非正規雇用労働者の増大と労働者における貧困

の拡大 

前項でもみたように、この３０年間で、正規雇用の削減が進み、非正規労働者が急増しました。

以下、総務省の「就業構造基本調査」結果より 

項目 １９９２年 ２０２２年 増減 

役員を除く雇用者全体 ４８６０．５万人 ５７２２．５万人 ３８６２．０万人 

正規雇用者労働者 ３８６０．２万人 ３６１１．５万人 ▲１９４．７万人 

非正規労働者 １０５３．２万人 ２１３２．６万人 ３１０５７．８万人 

非正規労働者率 ２１．７％ ３６．５％ ３１５．２％ 

 

こうした非正規労働者の急増を可能にしたのは、労働法制の“規制緩和”（＝改悪）です。 

① 労働者派遣法の“規制緩和”；１９８５年に派遣労働法が制定されて以降、連続して規制緩和が

行われてきました（））。 

（））労働者派遣法の規制緩和の歴史 

１９８５年 労働者派遣法制定；（対象業務）当初１３業務ですぐ３業務追加して１６業務に 

（派遣期間）同一派遣先への派遣期間は１年 

１９９６年 派遣対象業務を２６業務に拡大 

１９９９年 派遣対象業務の原則自由化 

２００３年 製造業への派遣解禁 

２００８年 リーマンショック；派遣切り→「年越し派遣村」 

２０１２年 民主党政権の下、一部規制強化 

２０１５年 安倍「働き方改革」；対象業務区分の廃止、派遣先が派遣を利用できる期間制限が

事実上撤廃に。 

② 雇用保険法の改悪；“失業する自由”の制限＝失業給付の給付率と給付日数の削減 

③ 職業安定法の改悪；民間職業紹介事業の規制緩和 

④ 労働基準法の改悪；有期労働契約の上限が１年から３年に 

非正規雇用労働者の増大によって、日本は低賃金で無権利、雇用も不安定な労働者があふれかえ

る「非正規大国」となり、まじめに働いても生活保護水準以下の生活＝憲法で保障された「健康で

文化的な最低限度の生活」を送ることができない「ワーキングプア」が大量に出現し、大きな社会

問題となりました。“就職氷河期世代”（＝バブル崩壊以降１９９３～２００４年のころに就職活動

をおこなった世代、現在４０代後半から５０代前半の世代）の困難とその子どもたちの貧困の世代

間連鎖が、現在の大きな社会問題ともなっています。 
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２０１０年代、第２次安倍内閣の下で「アベノミクス」が進められ、「働き方改革」が行われまし

た。 

① ２０１５年派遣法改悪（前述）、「雇用によらない働き方」の推進 

② 過労死ラインの時間外労働の上限規制とホワイトカラー・エグゼンプション（高プロ）の導入 

２０２０年代に入り、“コロナ禍”の下、雇用・失業構造が変化＝休業者の増加という現象の出現

とともに、その後物価高騰によって貧困が増大・深刻化して現在に至っています。 

「新時代の『日本的経営』」にもとづく雇用戦略と労働法制の規制緩和の結果、低賃金で無権利な

非正規雇用労働者の増大＝“結婚できない”労働者、“安心して子どもを産むことができない”夫婦

労働者の増加となり、その帰結が今日の「人口減少社会」、“人手不足”となっています。「新時代の

『日本的経営』」にもとづく労働政策の根本的な転換が、今ほんとうに求められています！ 

１ ディーセントワーク（＝働きがいのある人間らしい仕事）を実現しよう！ ＩＬＯ第１９０号条

約「仕事の世界における暴力とハラスメントに関する条約」の早期批准をかちとり、ハラスメン

ト対策を抜本的に強化させよう！ ジェンダー平等を実現し、すべての労働者が一人ひとり大切

にされる職場を創ろう！ 

２ 物価上昇を上回る賃金の引き上げを！ 最低時給をただちに１５００円以上に引上げ、全国一律

最低賃金制の確立を！ 

３ 長時間・過密労働の一掃を！ 労働時間の大幅な短縮をかちとろう！ 

４ 雇用は「無期・直接雇用」を原則に、非正規雇用の制限を。同一労働・同一賃金、均等待遇原則

の確立を。 

 

３ 最近の日本の労働者の働き方＝働かされ方の実態 

(1) 「人手不足」の下での雇用・就業構造の変化；人口減少下の有業者の増加 

日本は、２０１０年から“人口減少社会”に突入しています。２０１２年から２０２２年までの

１０年間の１５歳以上人口、有業者、有業者比率の変化を、総務省の「就業構造基本調査」をもと

にして見ると、 「１５歳以上人口」は６２万人減少して１億１０２０万人 （内訳は、１５～２４歳人

口が▲６３万人、２５～６４歳が▲５４６万人で、６５歳以上は３５４７万人）となりましたが、 

「有業者」は逆に２６４万人増えて６７０６万人 （内訳は、１５～２４歳が３２９万人、２５～６

４歳が▲２６万人で、内男性が▲１６１万人、女性が３１３５万人、６５歳以上が３２６１万人）

となりました。つまり、人口は減りましたが、女性と若者、高齢者が働くようになって、有業者は

逆に増加しています。 

昨今「人手不足」が叫ばれていますが、人手不足には、①.「１５～６４歳人口の減少」に加え

て、②. 「労働条件がブラック（長時間・過密労働、低賃金）な産業・業種（＝運輸、建設、飲食サ

ービス、介護、教員・公務員、等々）の敬遠」という２つの側面があると思われます。 
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(2) 高齢者の就労の増加 

高齢者が働く理由は、内閣府の「高齢社会対策総合調査」（２０２４年度版）によれば、「収入の

ため」が圧倒的なトップで５５．１％、前回２０１９年度の調査時の４５．４％より１０％近く増

えています（次いで「働くのは体によいから、老化を防ぐから」が２０．１％、「自分の知識・能力

を活かせるから」が１２．４％となっています）。社会保障学者の唐鎌直義先生は「年金減額の本当

の狙いは、高齢者の就労促進による労働力不足状況の緩和と賃金上昇の抑制にあるのではない

か？」、「今の日本では、『年金減額⇒高齢者就労』という方向性が政府によって強力に推し進めら

れている！」と指摘しています。 

雇用者全体に占める６０歳以上の雇用者の割合

は１９．１％ですが、労働災害による休業４日以上

の死傷者数に占める６０歳以上の高齢者の割合は

３０．０％となっています（２０２４年）。６０歳以

上の男女別の労災発生率は、３０代との比較で、男

性は約２倍、女性は約６倍（６０歳以上男性は「墜

落・転落」が２０代男性の３．５倍、６０歳以上女

性は「転倒による骨折」が２０代女性の約１９倍）、

休業見込み期間も年齢が上がるにしたがって長くなっています。 

(3) プラットフォーム労働、スキマバイト、副業・兼業の奨励；人手不足下における新たな不安定

就労の拡大＝いっそうの“雇用の劣化”の進行 

① プラットフォーム労働 

“企業にしばられない自由な働き方”と喧伝されている「フリーランサー」と呼ばれる労働者扱

いされない個人事業主が増加しています。しかしフリーランスの５１．３％が年間収入２００万円

以下となっています。 

ウーバーやアマゾンに代表されるプラットフォーム企業は、インターネットのウェブサイトやア

プリを用いて、物流や料理配達、事務作業、ＩＴ業務、デザイン制作などの業務を発注者から請け

負い、その業務をフリーランサーに委託します。契約は基本的に業務請負とされ、労働契約を結ぶ

ことを回避しています。「アルゴリズム」（＝ＡＩを活用した労働者に対する自動監視システムや自

動意思決定システム）による労働者支配（新しい搾取形態）を特徴としています。実際は、自由と

は正反対の働き方・働かされ方となっています。 

ＩＬＯ （国際労働機関）は、今年２０２５年と来年２０２６年の総会で「プラットフォーム経済

におけるディーセントワークの実現」を正式テーマとして協議を行います。ＥＵは、すでに昨年２

０２４年の理事会で「プラットフォーム労働における労働条件の改善に関する指令」を採択し、プ

ラットフォーム労働に従事するフリーランスの労働者性を認める仕組みやアルゴリズムを用いた

労働者監視に対する規制を行っています。 
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② スキマバイト（スポットワーク） 

一日、数時間単位の細切れ時間＝「スキマ時間」を活用して働ける求職者をスマホのアプリを通

して集め、求人企業に提供するやり方。代表的な企業に、タイミ―、メルカリなど。スポットワー

ク登録者数は、２０２４年５月時点で約２２００万人（２０２３年３月時点では９９０万人）（一般

社団法人スポットワーク協会発表）。実態は、労働者派遣法が禁じる「日雇い派遣」に限りなく近い

ですが、厚労省は有料職業紹介事業として許可しています。「働きたいときに働ける」、「すぐ賃金

が振り込まれる」、「採用面接を受けなくてもよい」など簡易迅速性が売りとなっていますが、「連

合」のスポットワーク体験者アンケート（２０２４年１２月実施）によれば、仕事上のトラブルを

経験した人は４６．８％もあり、「仕事内容が求人情報と違った」、「業務に関して十分な指示や教

育がなかった」、「一方的にスポットワークサービスの利用を停止・制限された」、「勤務中にケガや

事故に巻き込まれたが労災認定されなかった」などが報告されています。 

③ 副業・兼業の奨励 

政府は、人手不足対策としての「副業・兼業」を奨励しています。その時に問題となるのが労働

基準法３８条１項の規定「労働時間は、事業場を異にする場合においても、労働時間に関する規定

の適用については通算する。」ですが、今年１月の労基研報告書では、「通算しない」とする改悪を

提案しています。 

総務省の２０２２年の「就業構造基本調査」によれば、副業をしている労働者は３３２万人で、

有業者６７０６万人の５．０％となっています。調査回答者の中には、副業をしていることを明ら

かにしていない人もいると思われ、またその後増えていることも十分予想されるので、実数はこれ

以上に多いと思われます。 

言うまでもないことですが、副業・兼業をすれば、労働時間は長くなり、労災・職業病の発生も

危惧されます。副業・兼業などしなくても、「８時間働けば普通に暮らせる賃金」を支払うのが当然

ではないでしょうか！ 

 

４ 国際的に問われている日本の労働者のいのちと健康をめぐる状況 

以上見てきたように、最近の日本の労働者のいのちと健康をめぐる状況は、深刻なものがありま

す。 

１ 長時間・過密労働を背景にした過労死・過労自死の頻発 

２ 不安定雇用・差別待遇・無権利・孤立を特徴とする非正規雇用が約４割に達する→労働者間の

分断・対立 

３ 職場における、パワハラ・セクハラ・カスハラなど多様なハラスメントの横行 

４ 深刻な労働力不足 

５ 労働組合の組織率の低下とストライキの激減、等々 

日本の労働状況は、国際機関から繰り返し改善を求められています。 
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１ ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）は、日本が多くの労働指標で最低水準となっており、週５０時

間以上の労働者が１０％を超えている状況を厳しく批判しています。 

２ ＩＬＯ（国際労働機関）は、毎年の「条約勧告適用委員会」報告や定期勧告の際、日本政府に

対し、労働基本権の制限や男女差別などで改善勧告を出し続けています。 

３ 国連「ビジネスと人権作業部会」は、２０２３年８月４日、１２日間の訪日調査の報告書を発

表し、「①.移民労働者・技能実習生のおかれている深刻な状況、②.過労死を生む残業文化、

③.重層下請の現場労働者の強制労働・搾取的慣行、④.男女賃金格差」など、多くの労働者の

基本的人権に関わる問題点を率直に指摘しました。 

４ 国連「女性差別撤廃委員会」は、２０２４年１０月２９日、「日本政府の報告書に対する総括

所見」を発表し、「①.家庭責任を負う女性に不平等な影響を与える長時間労働、②.男女の賃

金・昇進格差、③.不十分なパワハラ規制、④.間接差別、⑤.女性に多い非正規雇用、⑥.家事

労働者条約の未批准」などを指摘しました。 

  

Ⅲ 当面する“いの健・ローアン”活動の焦点 

１「いの健・ローアン」労働者・労働組合八訓 

１ わたしたち労働者が生きている社会＝資本主義社会においては、労働者は団結して闘わなけ

れば人間らしく生きていくことができない！ 

２ 労働者が持つ資本家に対抗できる唯一の力は“数の力”であり、労働者の“数の力”は団結し

知識に導かれる場合にのみ発揮される。 

３ 日本における最高法規である日本国憲法は、“労働者の団結し闘う権利”である「労働基本権」

を、“人間らしく生きていく上で必要不可欠な基本的権利”である 「基本的人権」として、無

条件に全面的に保障している。 

４ 賃上げ、時短、同一労働同一賃金・均等待遇、過労死やハラスメントの一掃、安定した雇用な

どの労働者の切実な要求を実現できるのは、労働組合の闘いである。 

５ 資本家は、社会に強制されない限り、労働者のいのちと健康について全く配慮しない。 

６ 労働者が資本家に売ることができる唯一の商品である“働く力”＝労働力商品は、決して安

売りしてはならない、そして絶対に傷つけさせてもならない。 

７ 働くもののいのちと健康を守る活動＝労働安全衛生活動は、労働組合の数多くある活動の

“one of them”では決してない。“いの健・ローアン”活動を職場と地域で強めることは労働

組合の活動強化につながっていく。 

８ すべての活動にジェンダー平等（＝両性の本質的平等）の視点を貫くこと。パート・アルバイ

ト、派遣などの非正規労働者、青年労働者（年少者、未熟練者）、女性労働者（妊産婦）、高齢

労働者、障害を持った労働者、ＬＧＢＴＱ （性的マイノリティー）、外国人労働者等に必要な

配慮を行い、ともに彼らの要求実現をめざして闘わなければならない。 
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２ とりくみの基調 

(1) 労働基準法の改悪を許すな！－長時間・過密労働の改善し、ハラスメントを一掃しよう！ 

① 労働基準法の改悪に反対し、所定労働時間の短縮をはじめ労働基準法の抜本改正をめざします。 

② 長時間・過密労働の改善を！―労働組合は長時間・過密労働を規制できる！ 

③ ハラスメント防止法を活用して、事業主に雇用管理上必要な措置を講じさせ、その責務を果た

させよう！ 

 

(2) 労働安全衛生法＆関連法規を生かしたとりくみの強化を！ 

① 安全衛生委員会の位置付けを強化し、積極的な活用を！ 

② 通達・指針、ガイドラインの積極的な活用を！－通達・指針、ガイドラインを生かせるのは、労

働組合！ 

 

(3)いの健・ローアン活動の前進・発展を通して、労働組合運動のバージョンアップ（＝組織の拡

大・強化）を実現しよう！ 

 

(4)働くもののいのちと健康を守る前提としてのとりくみの強化を！ 

① 戦争をなくし、平和と憲法を守ろう！ 

② 貧困をなくし、労働者・国民の健康を守ろう！ 

ⅰ 賃金の大幅な引き上げと底上げの実現 

ⅱ 社会保障の改悪を阻止し、社会保障機能の再生・回復 

→賃金と社会保障は、労働者・国民のくらしを守る車の両輪！ 

 

Ⅳ いの健京都センター・２０２５年度事業計画（案） 

１ 事業推進の基本方向 

(1)事業の改善と充実を図ります！ 

規約に明記されている「９つの事業」（＝①.学習・教育活動、②.関係資料の収集及び提供、③.

実態・運動交流、④.相談・支援活動、⑤.諸課題の調査・研究・提言、⑥.広報・出版活動、⑦.全

国センター・関係団体、専門家などとの協力・共同・連携、⑧.海外の諸団体との交流・情報交換・

連携、⑨.その他、本会の目的達成のために必要な事業）の改善・充実をめざします。 

 

(2)関係団体との共同・連携を重視してとりくみを進めていきます！ 

① いの健全国センター＆都道府県の地方センター、京都職対連、京都総評、京都民医連、自由法曹

団京都支部など 
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② 京都総評労働安全衛生対策委員会 

③ 過労死防止京都連絡会 

④ アスベスト京都の会、メンタルサポート京都など 

 

２ 具体的とりくみ 

(1)年間“３大事業”の成功をめざします！ 

① Stop！ザ・働き過ぎ‼働き方を見直す京都集会（２０２５年９月） 

第２０回Ｓｔｏｐ！ザ・働き過ぎ!!‐働き方を見直す京都集会開催要項（案） 

〇 開催要項： 

・ 開催日時：２０２５年９月２８日（日）午後１時～４時１５分 

・ 開催場所：ラボール京都（京都労働者総合会館）・四階第１２会議室３Zoom 

・ 集会スローガン：ジェンダーの視点で働き方を見直す～「新時代の日本的経営」から３０年、

財界が狙う働かせ方に抗して～ 

・ 主催：京都総評やいの健京都センターなどで作る同集会実行委員会、参加費：無料 

〇 主な内容： 

・ 開会あいさつ 

・ 記念講演（竹信三恵子和光大学名誉教授） 

・ 基調報告 

・ グループトーク 

・ 全体集会 

 

② 過労死防止シンポジウム（２０２５年１１月） 

２０２５年過労死等防止対策推進シンポジウム（京都会場）の開催要項（案） 

● 開催要項： 

・ 開催日時：２０２５年１１月２１日（金）午後１時３０分～４時３０分、 

・ 開催場所 ：池坊短期大学・心洗館地下１階・こころホール（京都市下京区四条室町鶏鉾町 491） 

・ 主催：厚生労働省・京都労働局、協力：過労死防止京都連絡会 

● 主な内容： 

・ 主催者あいさつ（京都労働局） 

・ 協力団体あいさつ（過労死防止京都連絡会） 

・ 報告（京都労働局）；最新の過労死防止白書を中心に 

・ 過労死ご遺族からの体験談発表 

・ 基調講演（（首藤若菜立教大学経済学部教授）） 

・ 閉会あいさつ（過労死防止京都連絡会） 
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③ 京都労働安全衛生学校（京都総評との共催）（２０２６年５～６月） 

 

(2)労災被災者の救済・法制度の改善をめざすとりくみ、講師派遣の活動、調査活動、広報・宣伝活

動、情報提供と収集、相談活動などの改善・具体化については、今後理事会で協議していきま

す。 

 

３ 理事会の機能強化、組織拡大 

(1)理事会機能のいっそうの強化・改善をめざします。 

(2)いの健京都センターへの加入の呼びかけを強めます。 

 

（以上） 
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いの健京都センター第２７回定期総会第５号議案 

働くもののいのちと健康を守る京都センター２０２５年度役員（案） 

ＮＯ 役職名 氏名 所属 

１ 理事長 河本 一成 京都民医連（あさくら診療所） 

２ 副理事長 梶川 憲 京都総評 

３ 〃 新田 昌之 京都職対連（京都自治労連） 

４ 〃 毛利 崇 自由法曹団京都支部 

５ 事務局長 岩橋 祐治 センター事務局 

６ 事務局次長 芝井 公 京都職対連 

７ 〃 柳生 剛志 京都総評 

８ 〃 吉田 努 京都民医連（城南診療所） 

９ 理事 伊東 純平 京建労 

１０  〃 北垣  光代 福祉保育労京都地本 

１１ 〃 中野 宏之 京教組 

１２ 〃  林   眞也 全国一般京都地本 

１３ 〃 春山 未央 京都医労連【新】 

１４ 〃 福水  隆 化学一般京滋福地本 

１５ 〃 古館  正基 ＪＭＩＴＵ京滋地本 

１６ 〃 （後日補充） 京商連 

１７ 〃 （後日補充） 京都新聞労働組合 

１８ 〃 （後日補充） 全労働京都支部 

１９ 会計監査 河田 淳 京商連（東山民商） 

２０ 〃 長尾 修 京都府立高教組 

 

【今期、退任される役員】 

１ 加藤 華江 理事（京都新聞労働組合） 

２ 佐々木 重光 理事（京都医労連） 

３ 丹野 妙子 理事（京商連） 
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「働くもののいのちと健康を守る京都センター」規約 

第１章 総則 

第１章（名称） 

 この団体は、「働くもののいのちと健康を守る京都センター」という。 

（略称：「いのちと健康・京都センター」） 

 

第２条（事務所） 

 本会の事務所を京都市内に置く。 

 

第３条（目的） 

 本会は、働くものの労働による災害・疾病や社会的要因により起こる健康障害などを防止し、職場

と地域の安全衛生の確保と完全な補償を実現するために、共同して行なう働くもののいのちと健康・

権利を守る事業を通じて、人間が尊重され、安心して働ける職場・社会の建設に寄与することを目的

とする。 

 

第４条（事業） 

 本会は、前条の目的を達成するために、次の事業を行う。 

① 学習・教育活動 

② 関係資料の収集及び提供 

③ 実態・運動の交流 

④ 相談・支援活動 

⑤ 諸課題の調査・研究・提言 

⑥ 広報・出版活動 

⑦ 全国センター・関係団体、専門家などとの協力、共同、連携 

⑧ 海外の諸団体との交流、情報交換、連携 

⑨ その他、本会の目的達成のために必要な事業 

 

第２章 会員 

第５条（会員） 

 本会の会員は、本会の目的に賛同し、入会した団体・個人及び専門家とする。 

 

第月条（会費） 

 会員は、総会において別に定める会費を納入しなければならない。 

 

第７条（入会） 

 本会に入会を希望するものは、所定の申込書を事務局に提出し、理事会の承認を経たのち会員にな

ることができる。 
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第３章 機関及び事務局 

第８条（機関） 

 本会の機関は、総会と理事会とする。総会は、通常総会及び臨代総会とする。 

 

第９条（構成） 

 総会は、会員の 議員及び役員をもって構成する。 議員数は、別に定める。 

２．理事会は、会計監査を除く役員で構成する。 

 

第１０条（機能） 

 総会は、次の事項を議決する。 

① 事業報告の承認と事業計画の決定 

② 収支決算の承認と財政方針、予算の決定 

③ 役員の選出 

④ 規約の改廃 

⑤ その他本会の運営に関する事項 

２．理事会は、次のことを議決する。 

① 総会が議決した事項の執行に関する事項 

② 総会に付議すべき事項 

③ 専門委員会・部会及び研究会等の運営に関する事項 

④ その他総会の議決を要しない会務に関する事項 

 

第１１条（開催） 

 通常総会は、原則として年１回、○２に開催する。総会は、理事長が招集する。 

２．臨代総会は、理事会が必要と認めたとき、または会員総 議員数の５分の１以上、若しくは理事

の３分の１以上からの会議目的の事項を示して請求があったときに開催する。 

３．理事会は、２～３ヶ２に１回を目途として開催する。但し理事長が必要と判断したときまたは理

事の３分の１以上から、会議目的の事項を示して請求があったときに開催する。 

 

第１２条（会議の成立要件及び委任） 

 総会は、その構成する 議員の過半数の出席で成立する。但し、やむを得ない理由のため総会に出

席できない場合は、委任することができる。この場合、当該 議員は、総会に出席したものとみな

す。 

２．理事会は、その構成する理事の過半数の出席で成立する。但し、やむを得ない理由のため理事会

に出席できない場合は、委任することができる。この場合、当該理事は、理事会に出席したものと

みなす。 

 

第１３条（議決） 

総会の議事は、出席 議員の過半数の同意をもって議決し、可否同数のときは議長の決するところ
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とする。 

理事会の議事は、出席構成員の過半数の同意を持って議決し、可否同数のときは議長の決するとこ

ろとする。 

 

第１４条（議事録） 

 会議の議事については、議事録を作成する。 

 

第１５条（事務局） 

 日常の業務を処理するため、事務所に事務局を置き、事務局長がこれを統括する。 

２．事務局の運営に必要な規則は別に定める。 

 

第１月条（専門委員会・部会及び研究会） 

 事業を円滑にすすめるため、理事会の議を経て、専門委員会・部会及び研究会等を設けることがで

きる。 

 

第４章 役員 

第１７条（役員の種別と選任） 

 本会に次の役員を置く。 

① 理事長   １名 

② 副理事長  若干名 

③ 事務局長  １名 

④ 事務局次長 若干名 

⑤ 理事    若干名 

⑥ 会計監査  ２名 

２．役員は、総会で選出する・ 

３．会計監査は他の役員を兼ねることができない。 

４．役員の定数については、理事会で決定する。 

 

第１８条（職務） 

 理事長は、本会を 表し、会務を統括する。 

２．副理事長は、理事長を補佐し、理事長に事故あるときは、これを 行する。 

３．事務局長は、事務局を統括し、日常の会務を執行する。 

４．事務局次長は、事務局長を補佐し、事務局長に事故あるときは、これを 行する。 

５．理事は、総会の議決事項の執行にあたる。 

月．会計監査は、本会の財産状況及び執行状況を監査する。 

 

第１９条（任期） 

 役員の任期は１年とする。但し、再任を妨げない。 

２．役員の欠員又は補充は理事会で行なうことができる。 

 補充された役員の任期は、残任期間とする。 
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第５章 顧問及び参与 

第２０条（顧問と参与） 

 本会には、総会の議を経て、顧問と参与を置くことができる。 

顧問と参与は、総会・理事会等に出席して、意見を述べることができる。 

 

第月章 資産及び会計 

第２１条（資産の構成と管理） 

 本会の会費は、次にあげるものをもって構成する。 

① 会費 

② 寄付金品 

③ その他の資産 

２．本会の資産は、理事長が管理し、その方法は理事会の議決により定める。 

 

第２２条（経費の支弁） 

 本会の経費は、資産を持って支弁する。 

 

第２３条（予算及び決算） 

 本会の収支予算及び収支決算は、会計年度終了後１カ２以内にその年度の財産目録と共に作成し、

会計監査の監査を経て、総会の承認を得なければならない。 

 

第２４条（会計年度） 

 本会の会計年度は、毎年７２１日に始まり、月２３０日に終わる。 

 

第７章 規約の改廃 

第２５条（規約の改廃） 

 この規約の改廃は、総会において出席 議員の３分の２以上の同意を得なければならない。 

 

第８章 附則 

第２月条（疑義） 

 この規約に疑義が生じたときは、理事会でその解釈を決定する。 

 

第２７条（施行） 

 この規約は、１９９９年７２３日から施行する。 

 この規約は、２０２３年８２２９日から改正施行する。 

 

（以上） 

 


